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「人口減少・高齢化社会における
社会保障・税一体改革の評価－」

慶応大学

駒村康平

1

75歳以上比率が急増する

2
7



世帯構成の変化

3

シルバーデモクラシー

4
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社会保障と国の会計の関係社会保障と国の会計の関係
出典：財務省資料より出典：財務省資料より

55

社会保障給付費の将来推計（厚生労働省2012年3月）
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/dl/sho

uraisuikei.pdf（実質1－１．５％の経済成長前提）
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一般会計歳出

一般会計税収

４条公債発行額

特例公債発行額

21年度決算 22年度決算 23年度補正後 24年度当初

一般会計税収 ３８．７兆円 ４１．５兆円 ４２．０兆円 ４２．３兆円

公債発行額 ５２．０兆円 ４２．３兆円 ５５．８兆円 ４４．２兆円

一般会計基礎的財政収支 ▲３３．５兆円 ▲２２．８兆円 ▲３５．６兆円 ▲２２．３兆円

復興債発行額

（注１）平成22年度までは決算、23年度は4次補正後予算、24年度は政府案による。
（注２）平成２年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨時特別公債を約1.0兆円発行。
（注３）平成23年度は、東日本大震災からの復興のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入等を活用して確保

することとし、これらの財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行（平成23年度：11.6兆円）。
（注４）一般会計基礎的財政収支（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ･ﾊﾞﾗﾝｽ）は、「国債費－公債金」として簡便に計算したものであり、SNAﾍﾞｰｽの中央政府の基礎的財政収支とは異なる。 9

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

○税収と公債発行額が
４年連続で逆転

○公債依存度が過去最高
（４９．０％）※当初予算ベース

社会保障関係費の増加等により、歳出は増加傾向にあり、90兆円を超える規模となっています。一方、税収については、
景気の低迷等を背景に、ピークの平成２年度の２／３程度の40兆円にまで落ち込んでおり、公債発行額を下回るように
なっています。この結果、歳出と税収の乖離は大きくなっており、グラフの形がまるで「ワニの口」のようになっています。

財政健全化のために、我が国に残された時間は多くありません。
現在、日本国債の94％は、潤沢な個人金融資産に支えられ、国内投資家が保有しています
が、債務残高の増大と貯蓄水準の停滞により、この環境が変化する可能性があります。

10

財政の健全化
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生活保護年齢別構成比

11

生活保護年齢別受給率の変化

12
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年齢別生活保護年齢別受給比率の上昇率

13

増加する非正規と減少する正規・
自営業者(労働力調査より作成）

（図のラベルは上から）

14
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国民年金被保険者実態調査より作成

国民年金１号加入者の就業状況
国民年金は、自営業者年金ではなく、不安定労働者年金

15

消費税をはじめとする
税制抜本改革で
安定財源確保

社会保障の維持・充実

年金・医療・介護サービスの維持
（高齢者数増大による費用増への対応）
医師不足、特養不足、待機児童問題

などの解消

財政健全化目標の達成

諸外国で最悪の財政状況から脱出
「2015年に赤字半減、2020年に黒字化」

日本発のマーケット危機を回避

同時達成

本
年
６
月
に
政
府
与
党
で
「成
案
」を
決
定

今
後
早
急
に
具
体
化
が
必
要

社会経済情勢が大きく変化する中で、
「社会保障・税一体改革」は、①社会保障の維持・充実 と ②財政健全化 という
我が国にとって待ったなしとなった２大目標を同時に実現するための改革です。

社会保障・税一体改革とは

14



医療・介護
等

年金

○保育所など保育サービス量を増やすことで、

待機児童を解消
○幼保一体化により、施設を「こども園」に統合し、

サービス量を増やし、質も改善

○どこに住んでいても、高度な急性期入院治療、

在宅の医療・介護を安心して受けられるように
これらを充実

○低所得者等の国保・介護保険料の軽減
○医療費の月額負担上限の引き下げ など

○低年金となる低所得の高齢者について、

年金額を加算

０．７兆円程度

０．６兆円程度

１兆円弱程度

０．６兆円程度

充実策と効率化策

を合わせ、

２．７兆円程度
（消費税約１％分）

「成案」による主な充実内容 2015年度の所要額（国・地方）
（充実策と効率化策の差額）

現在の社会保障のもう一つの大きな問題は、
「サービスを受けたくても受けられない」方々の存在です。
・ 都市部の保育所不足による待機児童問題
・ 地方の医師不足や、患者のたらいまわしなどの問題
・ 特養ホームの入居待機者の増大 など

これらの問題に対応し、制度を充実させる必要があります。
このため、「成案」では、２．７兆円（2015年度）の財源を確保することとしています。

子育て

17

社会保障の維持・充実

充実策：3.8兆円程度
効率化策：▲1.2兆円程度

２．７兆円
（充実3.8兆円－重点化・効率化1.2兆円）

18

機能強化 ３％相当

・制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

機能維持 １％相当

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

１％相当

※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

（2015年度）（※）

改革後ベース

（注２） 高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増加のことである。

（注１） 消費税引上げに伴う社会保障支出等の増には、消費税を引き上げた場合に増加する国・地方の物資調達にかかる支出も含まれる。所要額は、財務省推計（ 2011年5月
時点）であり、今後各年度の予算編成過程において精査が必要。

（注３） 機能強化の額は、厚労省による推計（2011年5月時点）。

（国・地方）

（注４） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（平
成21年度税制改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を
進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

5％相当の

安定財源の
確保

■ 2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ

■ 消費税収の使い途を、現在の高齢者３経費（基礎年金、老人医療、介護）から、社会保障４経費
（年金、医療、介護、子育て）に拡大

■ 消費税の使途の明確化（消費税収の社会保障財源化）

■ 消費税収は、全て国民に還元し、官の肥大化には使わない

消費税５％引上げ分の使い途

15
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日本の将来人口推計

○日本の総人口は今後緩やかに減少し、中位推計でも
2048年には1億人を下回る見通し

70

80

90

100

110

120

130

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

中位推計 悲観推計 楽観推計

（百万人）

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」を基にグラフ化
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老年人口比率の見通し（65歳以上）

○少子高齢化によって老年人口比率は上昇し、2060年には
中位推計でほぼ40%に達する

20

25

30

35

40

45

50

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

中位推計 緩やか 急速

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」を基にグラフ化

（％）

18



5

Copyright © 2012 NLI Research Institute All rights reserved.

人口構造の変化

○少子高齢化の進展によって、人口構成は激変する。

6
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雇用構造の変化

○非正規雇用の比率は、徐々に上昇しており、足元では
30％を越える水準となっている。

0

10

20

30

40

50

60

1984 1988 1992 1996 2000 2004 2008 2012

男女計 男性 女性

出所：総務省統計局「労働力調査」を基にグラフ化。1984～2001年は2月。その後は1～3月平均だが、2011・12は震災対応で時点が異なる。

（％）
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女性の年齢階級別労働力率

○女性の年齢階級別労働力率のM字型カーブは、35～39
歳を底としているが、徐々に労働力率が上昇している。

出所：厚生労働省「平成23年版 働く女性の実情」

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

H23 H13

（％）
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○非正規雇用者の年収は、正規雇用者を大きく下回る。

※網掛けは20％以上の割合の階級

出所：総務省統計局「労働力調査平成22年詳細集計」を基に図表化

0.0%0.5%0.0%0.1%0.0%0.7%1500万円以上

0.2%2.7%0.0%0.5%0.6%3.9%1000～1499万円

0.6%10.7%0.1%3.8%1.7%14.1%700～999万円

1.3%16.9%0.3%9.6%3.7%20.9%500～699万円

1.8%15.3%0.7%11.6%4.4%17.5%400～499万円

4.6%19.7%2.5%20.0%9.6%20.2%300～399万円

13.1%19.0%10.4%28.0%20.8%15.6%200～299万円

33.9%10.1%36.9%20.6%30.4%5.8%100～199万円

41.7%2.6%49.2%5.7%28.7%1.3%100万円未満

非正規正規非正規正規非正規正規

男女計女性男性2010年

20
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社会保障費用の国際比較

○対GDP比で社会保障費用を比較する(2007)と、日本の高齢

者関連費用は大きくないが、高齢化の加速で拡大は必至

出所：OECD Stat Extractsを基にグラフ化
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日本の年金制度の概要(2011年3月末）

出所：厚生労働省ホームページ 21
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民主党による年金改革の方向性

○民主党の年金制度改革は、原則として所得比例年金に
一本化しつつ、最低保障年金を支給するという方向。

所得比例年金

最低保障年金

収入の多寡に応じて（全加入者の一元化）

12
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諸外国の公的年金の支給開始年齢

米国： 66歳（2027年までで67歳へ引上げ）

英国： 男性65歳 女性60歳（2025年までに65歳）

（2024～46年までで68歳へ引上げ）

ドイツ： 65歳（2012～2029年までで67歳へ引上げ）

ﾌﾗﾝｽ： 60歳（2018年までで62歳へ引上げ）

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ： 65歳（2023年までで67歳へ引上げ）

日本： 60歳

（男性2025年まで、女性2030年までで65歳へ引上げ）
22
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○なお、各国の定年制度（法定)に関しては、以下のように

なっている。

出所：労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較 2012」より 豪州のみ加筆

但し，一部の州
は65歳定年が残
る

但し, 一定の条
件の下, 67歳以
上の定年設定が
可能。

但し, 65歳未満
の定年制も一定
要件下では可。

但し, 正当な理
由があれば定年
制の維持が認め
られる場合もあ
る

例外として,特定
業務従事者・高
級管理職等 が
ある。

但し, 65歳まで
の雇用制度の
導入等の高年
齢者雇用確保
措置の導入義
務有。

原則不可
可(原則として70
歳以上)

可(65歳以上)原則不可原則不可可(60歳以上)定年制

(60歳定年制は
1995年4月より)

州ごと(2010年1月に改
正)

2006年8月2011年4月1967年2006年4月施行年月

州ごとの差別禁
止法

労働法典
L1132-1条(差別
防止に関する一
般規定)など

一般雇用機会均
等法など

2011年雇用平
等（退職年齢規
定廃止）規則

雇用における年
齢差別禁止法

高年齢者等雇
用安定法, 雇用
対策法

定年年齢
等根拠法
令

オーストラリアフランスドイツイギリスアメリカ日本
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確定拠出年金の普及状況

○確定拠出年金は導入後10年経過し、採用企業数は増加
しているが、加入者数は500万人に満たない。
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出所：厚生労働省HPのデータを基にグラフ化
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各国の自助努力年金制度の例

国 ドイツ オーストリア イギリス フランス オーストラリア

補完年金 リースター年金 ＰＺＶ ＮＥＳＴ PERP ｽｰﾊﾟｰｱﾆｭｴｲｼｮﾝ

加入形態 任意加入 任意加入
自動加入（オプトアウ
ト可）

任意加入
雇用者は強制拠出被
用者は任意拠出

元本保証の有無 あり あり なし なし なし

受給方法

遅くとも８５歳開始の
終身年金

一部一時金受取可

終身年金または一時
金受取

（終身年金は非課税、
一時金は補助金半額
返還かつ課税）

制約なし

（一時金は課税）

原則として終身年金

PERPは２０％まで一
時金受取可

制約なし

（受給タイミングなら
びに方式で税率に差
を設けている）

政府支援
補助金または所得控
除

補助金
税控除（１％）

受託業務機関設置

一定額以内の拠出は
所得控除

補助金

政府共同拠出（低所
得者向け）

税制優遇※ ＥＥＴ ＥＥＥ ＥＥＴ ＥＥＴ ＥＥＴ

所得代替率に対す
る政府の考え方

平 均 報 酬 の ４ ３ ％
（ネットベース）を下限
として法定

４５／６５／８０
スキームを導入

所得水準別に平均報
酬の５０～８０％（グロ
スベース）

過去２５年の最高報
酬平均に対し５０％、
補完制度を含め７５
％を目標

退職前所得の６０～６
５％（ネットベース）の
コンセンサス

普及状況
加入率

対象者比４９．３％
全国民比１８．２％

加入率
対象者比２５．０％
全国民比１８．８％

自動加入（オプトアウ
ト可）

加入率
対象者比８．８％
全国民比３．４％

掛金に占める任意拠
出金の割合

３１．８％

運用方針

（デフォルトファンド
の義務等）

デフォルトファンドの
義務なし
（ただし、加入者の多
くが予定利率型の年
金プランを選択）

デフォルトファンドの
義務なし
（ただし、一定割合を
国内株式で運用する
義務あり）

デフォルトファンドの
義務あり

デフォルトファンドの
義務なし
（ただし、PERPでは退
職年齢に近づくにつ
れ安全資産の割合が
大きくなる）

デフォルトファンドの
義務あり

※いずれも終身年金の場合。一般的に一時金受取の場合は課税対象
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社会保障給付と消費税収の対応関係

○民主党は一体改革で消費税率の引上げで社会保障支出
の増加に対応すると言っているが、、、

注）社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された 年金、医療及び介護の

社会保障給付並びに少子化に対応するための施策に要する費用」をいう。

（2011年度） （2015年度）

現状ベース 改革後ベース

うち

高齢者3経費

22.1兆円

うち

高齢者3経費

26.3兆円

うち

高齢者3経費

社会保障4経費

（国・地方）

32.0兆円

社会保障4経費

（国・地方）

37.0兆円

社会保障4経費

（国・地方）

消費税収

（国・地方）

12.8兆円

9.3兆円

（4％相当）

消費税収

（国・地方）

13.5兆円

12.8兆円

（5％弱相当）

消費税収

（国・地方）

5％

現行

5％

制度改革に伴う増
及び消費税引上げ
に伴う社会保障支
出の増

出所：内閣府税制調査会平成23年6月7日第2回会合資料より
24
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税収・社会保障費と利払費
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○社会保障費は税収を上回るペースで増加。一方、金利
低下の恩恵で利払費は、ほぼ横ばいとなっている。

出所：財務省及び国立社会保障・人口問題研究所のデータを基にグラフ化

（％）
（兆円）
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国民負担率の内訳の国際比較

出所：財務省ホームページより（注は省略）

○相対的な国民負担の比較では、日本の負担は、まだ重く
ないが、高負担・高福祉を国民は選択するか。

25



19

Copyright © 2012 NLI Research Institute All rights reserved.

国債発行残高の増加

○国債発行残高は大きく増加し、700兆円を超える水準に

至っている。

出所：財務省の公表データを基にグラフ化
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国債発行年限の長期化

○国債の発行年限は徐々に長期化し、8年近くになってい

る。
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出所：財務省公表資料を基にグラフ化
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国債の保有構造

○近年、個人や海外投資家の保有が増えているものの、依
然として、大半は金融機関や保険・年金が保有している。

出所：日本銀行「資金循環統計（2012年6月末速報）」を基にグラフ化
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39%

22%

5%

1%
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2%

9%

中央銀行 預金取扱金融機関 保険・年金基金 その他金融 非金融企業

政府 社会保障基金 家計 民間非営利団体 海外
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個人金融資産の内訳

○約1,500兆円ある個人金融資産のほとんどが、預金や保

険等準備金になっている。

出所：日本銀行「資金循環統計（2012年6月末速報）」を基にグラフ化
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個人向け復興国債・復興応援国債

○個人向けの国債には、3年固定・5年固定・10年変動の3
種類があり、復興応援国債は10年変動の変形である。そ

の他に、新型窓販国債がある。

出所：財務省ホームページ
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各国の債務残高比較
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○日本の対GDP比債務残高（国・地方・社会保障の合計）は急速

に悪化している。

（％）

出所：OECD「Economic Outlook 90」（2011年12月）を基にグラフ化28
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各国の国債金利（10年）の推移

○日本の国債金利は、低水準で安定している。米・英・独の
金利は低下しているが、伊の金利は高止まり。
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出所：Bloombergの月末値データを基にグラフ化

（％）
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日本国債の格付け推移

○1998年にﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞによって初めて格下げとなった後、一旦、

戻り歩調となった時期もあったが、足元は低下傾向にある。
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出所：Bloombergのデータを基に、各年1月1日の格付けを表示（ムーディーズの符号は読替え）
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